
令
和
元
年
七
月
五
日
受
領

答
弁
第
二
八
六
号

内
閣
衆
質
一
九
八
第
二
八
六
号

令
和
元
年
七
月
五
日

内
閣
総
理
大
臣

安

倍

晋

三

衆

議

院

議

長

大

島

理

森

殿

衆
議
院
議
員
緑
川
貴
士
君
提
出
学
校
教
員
の
働
き
方
改
革
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
緑
川
貴
士
君
提
出
学
校
教
員
の
働
き
方
改
革
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
を
進
め
る
た
め
に
は
、
現
在
の
教
諭
等
が
行
う
業
務
を
見
直
し
、
多
様
な
人
材
を
活
用
し
な

が
ら
教
育
活
動
を
行
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
認
識
し
て
い
る
。

こ
の
た
め
、
文
部
科
学
省
に
お
い
て
は
、
地
方
自
治
体
に
対
し
て
、
「
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
に
関
す
る
取
組
の
徹

底
に
つ
い
て
（
通
知
）
」（
平
成
三
十
一
年
三
月
十
八
日
付
け
三
十
文
科
初
第
千
四
百
九
十
七
号
文
部
科
学
事
務
次
官
通
知
）

を
発
出
し
、
現
在
の
教
諭
等
が
行
う
業
務
の
明
確
化
及
び
適
正
化
を
図
る
等
、
業
務
を
見
直
す
こ
と
を
求
め
て
い
る
。
ま
た
、

地
方
自
治
体
に
対
し
て
、
学
校
の
教
育
活
動
に
多
様
な
人
材
を
活
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
児
童
生
徒
一
人
一
人
に
き

め
細
か
な
対
応
を
行
う
た
め
教
諭
等
に
加
え
て
学
校
教
育
活
動
を
支
援
す
る
職
員
等
、
中
学
校
に
お
け
る
部
活
動
指
導
員
及

び
教
諭
等
が
行
う
授
業
に
係
る
資
料
の
印
刷
等
の
準
備
等
を
行
う
職
員
を
配
置
す
る
た
め
の
経
費
の
一
部
を
補
助
す
る
「
補

習
等
の
た
め
の
指
導
員
等
派
遣
事
業
」
等
を
実
施
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
こ
う
し
た
取
組
を
通
じ
て
今
後
と
も
地
方
自

治
体
の
取
組
を
支
援
し
て
ま
い
り
た
い
。

二
に
つ
い
て

一



お
尋
ね
の
「
法
改
正
の
検
討
を
含
め
」
の
具
体
的
に
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
公
立
の
義
務

教
育
諸
学
校
等
の
教
育
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
昭
和
四
十
六
年
法
律
第
七
十
七
号
）
の
改
正
に
つ
い
て
は
、

中
央
教
育
審
議
会
で
平
成
三
十
一
年
一
月
二
十
五
日
に
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
「
新
し
い
時
代
の
教
育
に
向
け
た
持
続
可
能
な

学
校
指
導
・
運
営
体
制
の
構
築
の
た
め
の
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
に
関
す
る
総
合
的
な
方
策
に
つ
い
て
（
答
申
）
」
に

お
い
て
「
中
長
期
的
な
課
題
と
し
て
、
労
働
法
制
の
み
な
ら
ず
、
社
会
の
構
造
的
な
変
化
に
お
け
る
教
師
の
専
門
性
の
在
り

方
や
公
務
員
法
制
に
お
け
る
今
後
の
動
向
等
を
踏
ま
え
つ
つ
、
公
立
学
校
の
教
師
に
関
す
る
労
働
環
境
に
つ
い
て
、
給
特
法

や
教
育
公
務
員
特
例
法
、
地
方
教
育
行
政
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
法
律
と
い
っ
た
法
制
的
な
枠
組
み
を
含
め
、
必
要
に

応
じ
て
検
討
を
重
ね
る
こ
と
も
必
要
で
あ
る
」
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
中
長
期
的
に
必
要
に
応
じ
検
討
す
べ
き
課

題
と
認
識
し
て
い
る
。
ま
た
、
学
校
に
お
け
る
教
育
職
員
の
勤
務
時
間
管
理
に
つ
い
て
は
、
文
部
科
学
省
に
お
い
て
、
平
成

三
十
年
七
月
六
日
に
公
布
さ
れ
た
働
き
方
改
革
を
推
進
す
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
十
年
法
律

第
七
十
一
号
）
等
を
踏
ま
え
、
「
公
立
学
校
の
教
師
の
勤
務
時
間
の
上
限
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
を
策
定
す
る
と
と
も

に
、
都
道
府
県
教
育
委
員
会
等
に
対
し
て
、
「
公
立
学
校
の
教
師
の
勤
務
時
間
の
上
限
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
策
定
に

つ
い
て
（
通
知
）
」
（
平
成
三
十
一
年
一
月
二
十
五
日
付
け
三
十
文
科
初
第
千
四
百
二
十
四
号
文
部
科
学
省
初
等
中
等
教
育

二



局
長
通
知
）
を
発
出
し
、
勤
務
時
間
の
適
正
な
管
理
の
徹
底
を
求
め
て
い
る
。

三
に
つ
い
て

御
指
摘
の
「
教
員
定
数
は
二
〇
一
六
年
に
見
直
さ
れ
」
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
義
務
教

育
諸
学
校
等
の
体
制
の
充
実
及
び
運
営
の
改
善
を
図
る
た
め
の
公
立
義
務
教
育
諸
学
校
の
学
級
編
制
及
び
教
職
員
定
数
の
標

準
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
九
年
法
律
第
五
号
）
に
よ
り
導
入
さ
れ
た
新
た
な
基
礎
定
数
で

あ
る
障
害
に
応
じ
た
特
別
の
指
導
が
行
わ
れ
て
い
る
児
童
生
徒
の
数
に
応
じ
た
教
諭
等
の
数
の
算
定
等
を
通
じ
、
公
立
義
務

教
育
諸
学
校
の
体
制
の
充
実
等
に
取
り
組
ん
で
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
引
き
続
き
、
学
校
の
指
導
・
事
務
体
制
の
効
果
的
な

強
化
・
充
実
に
向
け
、
必
要
な
施
策
を
推
進
し
て
い
く
考
え
で
あ
る
。

三


